










（ 続紙 １ ）                             


















































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
 本論文は、民主化後のインドネシアの石油ガス政策に着目し、大統領がいかにして自
由化政策を堅持してきたのかを明らかにした論文である。本論文では、民主化後の大統
領は、制度的には権力基盤が弱いにもかかわらず、立法府を押さえ込み、司法府の判断
を巧みに無視し、社会アクターの反発にも面従腹背の姿勢で対処することで、自らの政
策を遂行してきた態様を明快に描いている。 
 本論文の学術的意義は次の三点である。第一に、インドネシアにとって重要な石油ガ
ス・セクターについては、スハルト権威主義体制期についての研究はあったが、民主化
後の同セクターの政策に関する包括的な研究は極めて少ない。そうした中で、本論文は
民主化した1998年から2014年までの同セクターの政策をめぐる政治的ダイナミズムを生
き生きと描き出した。そして、経済ナショナリズムの台頭がありながらも、歴代の大統
領は政策として一貫して自由化政策を堅持してきたことを説得的に明らかにした。 
 第二に、新制度論的立場から、4つの勢力（大統領府、立法府、司法府、市民社会）
に着目し、その4つの勢力が民主化後に制度的に重要な政治アクターであるとし、アク
ター論も利用しながら、それぞれが持つ制度上の権力と実態として行使する権力との乖
離を実証的に明らかにした。その上で、制度的には他のアクターと比べると弱いはずの
大統領が、国会では多数派工作をして規模の大きい連立与党を作り上げ、国政調査権の
行使などをさせずに石油ガス・セクターでの自由化政策を貫き、憲法裁判所が自由化を
重視する石油ガス法に対して違憲判決を下すと、憲法裁判所の権限が及ばない大統領令
で自由化を堅持するという手法を用いたと説得的に論じている。 
 第三に、大統領にとっては、直接大統領選挙の導入により市民社会の声を重視する必
要性が高まった。石油ガス・セクターでは市民社会から経済ナショナリズム、反自由化
の声が高まり、そのための動員の政治が繰り返されたにもかかわらず、大統領は国営石
油企業の権益をわずかに拡大させるだけで巧みに市民社会の反自由化論を乗り切った点
を鮮明に描いている。 
 本論文の手法は、石油ガス・セクターの政策に限らず、水資源、電力、食糧、工業セ
クターなど自由化論争が激しいインドネシアの他のセクターでの政策分析にも利用でき
る可能性を持ち、また、他国の自由化政策に関する研究にも展開する可能性が大いにあ
る。以上のことから、本論文は優れた研究成果と評価することができ、地域研究に対す
る重要な貢献をした。 
 よって、本論文は博士（地域研究）の学位論文として価値あるものと認める。また、
平成29年2月20日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合格と
認めた。 
 なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
  
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
